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徐々に認知度が高まってきた「マイナンバー制徐々に認知度が高まってきた「マイナンバー制徐々に認知度が高まってきた「マイナンバー制徐々に認知度が高まってきた「マイナンバー制

度度度度」従業員」従業員」従業員」従業員の個人番号の取得方法は？の個人番号の取得方法は？の個人番号の取得方法は？の個人番号の取得方法は？

◆「制度を知らなかった」は◆「制度を知らなかった」は◆「制度を知らなかった」は◆「制度を知らなかった」は1割未満に割未満に割未満に割未満に

内閣府（政府広報室）より「マイナンバー（社会保障・税

番号）制度に関する世論調査」の結果が9月上旬に発表
されました。

この調査は7月23日から8月2日にかけて実施されたも

◆改めて必要になる社内周知◆改めて必要になる社内周知◆改めて必要になる社内周知◆改めて必要になる社内周知

昨今の大企業等による顧客情報・機密情報の流出事件

を受けて、社内・取引先からの情報漏洩対策の必要性を

強く感じるようになってきた従業員は増えていることでしょ

う。

企業からも、改めて禁止事項、社内ルール等に関する

社内アナウンスの実施やセキュリティ対策ソフト等の導入

など、企業の実態に即した対策を検討していく必要があり

ます。

10月月月月の税務と労務の手続［提出先・納付先の税務と労務の手続［提出先・納付先の税務と労務の手続［提出先・納付先の税務と労務の手続［提出先・納付先 ]

13日
○源泉徴収税額・住民税特別徴収税額の納付［郵便局

または銀行］

◆◆◆◆1月から個人番号を記載月から個人番号を記載月から個人番号を記載月から個人番号を記載

来年1月からは、各種届出用紙に個人番号の記載が必
要となります。社内体制を万全に整えたうえで制度スタート

を迎えたいものです。

従業員の「メール従業員の「メール従業員の「メール従業員の「メールの誤の誤の誤の誤送信」に関する実態送信」に関する実態送信」に関する実態送信」に関する実態

◆◆◆◆6割以上が誤送信割以上が誤送信割以上が誤送信割以上が誤送信の経験の経験の経験の経験ありありありあり

情報セキュリティメーカーのデジタルアーツ株式会社が、

この調査は7月23日から8月2日にかけて実施されたも
ので、調査対象者は3,000人、有効回答者は1,773人
（有効回答率59.1％）でしたが、前回の調査時（今年1
月）と比較するとマイナンバー制度についての認知度が

高まってきたことがわかります。

・「マイナンバー制度について内容まで知っていた」

前回28.3％→今回43.5％
・「マイナンバー制度について内容は知らなかったが言葉

は聞いたことがある」

前回43.0％→今回46.8％
・「マイナンバー制度について知らなかった」

前回28.6％→今回9.8％

◆◆◆◆取得・保管・廃棄の方法のパターン取得・保管・廃棄の方法のパターン取得・保管・廃棄の方法のパターン取得・保管・廃棄の方法のパターン

マイナンバー制度に関しては、原則として10月5日時点
の住民票の住所宛に、国民一人ひとりに「個人番号」が

通知されることになっています。

企業としては、まずは従業員の個人番号を取得し、その

または銀行］

○雇用保険被保険者資格取得届の提出＜前月以降に

採用した労働者がいる場合＞［公共職業安定所］

○労働保険一括有期事業開始届の提出＜前月以降に

一括有期事業を開始している場合＞［労働基準監督署］

11月2日
○個人の道府県民税・市町村民税の納付＜第3期分＞
［郵便局または銀行］

○労働者死傷病報告の提出＜休業4日未満、7月~9月
分＞［労働基準監督署］

○健保・厚年保険料の納付［郵便局または銀行］

○外国人雇用状況報告（雇用保険の被保険者でない場

合）＜雇入れ・離職の翌月末日＞［公共職業安定所］

当事務所当事務所当事務所当事務所よりよりよりより一言一言一言一言

マイナンバー制度がいよいよスタートです。

情報セキュリティメーカーのデジタルアーツ株式会社が、

勤務先における誤送信について行った調査によると、メー

ルの誤送信を経験している従業員の割合は64.6％にも上
ることがわかったそうです（対象：全国の企業に勤める従業

員1,102名、情報システム管理者332名）。
実際に起こったメール誤送信の内容として、「宛先間違

い」に加え「添付ファイル間違い」、「Bcc指定をToやCc指
定としてしまう」など、情報漏洩につながる誤送信も多数起

きているようです。

◆業務に不可欠だから◆業務に不可欠だから◆業務に不可欠だから◆業務に不可欠だからこそ対策こそ対策こそ対策こそ対策が必要が必要が必要が必要

個人情報保護法の改正、マイナンバー制度の施行、公

的機関・大企業等による情報漏洩問題等、最近は企業に

おいてもセキュリティ対策が強く求められるような状況が続

いています。

その中でも、従業員が使用しているメールによって情報

が漏洩してしまうようなケースは多いようです。

現代では業務でのメール使用は不可欠なものとなってい

企業としては、まずは従業員の個人番号を取得し、その

後保管し、場合によっては廃棄する必要がありますが、個

人番号の取得から廃棄までの方法としては、次の3パター
ンが考えられます。

（１）取得から廃棄までをすべて『クラウド・システム等』で

行う

（２）取得は『紙』で行うが、それ以降は『クラウド・システム

等』で行う

（３）取得から廃棄までをすべて『紙』で行う

どのように取得・保管・廃棄を行うかをまだ決めていない

場合は、企業規模（従業員数）やマイナンバー関連業務

に携わる担当者の数、かけることができる手間や費用等

に応じて、上記のいずれかの方法を決定する必要があり

ます。

マイナンバー制度がいよいよスタートです。

会社の規模や管理部門の実態により、対策方法は変

わってきますが、流れとしては、

①ナンバーの取得方法の決定

②管理方法の決定と運用

③外部取引先との委託内容の確認と運用

というような概要となります。

社内ルールの周知、規程や契約書の作成等、整備す

べき事項は多々ありますが、一つずつぬかりなく進めてい

き、万全の態勢で臨んでいきたいところです。

現代では業務でのメール使用は不可欠なものとなってい

ますが、同時に常日頃使用するものであるだけに、従業員

が何らからのミスをしてしまうリスクは常に存在していると言

えます。

◆社内ルール◆社内ルール◆社内ルール◆社内ルールが周知が周知が周知が周知されていない？されていない？されていない？されていない？

一方、同調査によると、「社外とのメールの送受信に関し

て、勤務先ではルールがありますか？」との問いに対して、

従業員側は「特になし」（61.3％）とした回答が最も多く、企
業（情報システム管理者）側の「ルールあり」（64.5％）とし
た回答と比べて、かい離があります。

社内のルールが従業員に十分には周知されていない実

態もうかがえます。


